
平成23年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結） 
平成23年5月11日

（百万円未満切捨て）

上場会社名 アタカ大機株式会社 上場取引所 東 大 

コード番号 1978 URL http://www.atk-dk.co.jp
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 小川 泰雄

問合せ先責任者 （役職名） 執行役員管理本部長 （氏名） 林 節男 TEL 06-6468-9650
定時株主総会開催予定日 平成23年6月29日 配当支払開始予定日 平成23年6月30日

有価証券報告書提出予定日 平成23年6月29日

決算補足説明資料作成の有無 ： 無

決算説明会開催の有無 ： 無

1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 35,020 △5.1 641 △14.9 870 △11.7 452 △24.7

22年3月期 36,896 △7.0 754 74.1 985 59.6 601 152.2

（注）包括利益 23年3月期 444百万円 （△34.1％） 22年3月期 674百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 14.63 ― 3.3 2.5 1.8
22年3月期 19.42 ― 4.4 2.8 2.0

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  △4百万円 22年3月期  △0百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 34,211 14,020 41.0 453.05
22年3月期 34,765 13,823 39.8 446.66

（参考） 自己資本   23年3月期  14,020百万円 22年3月期  13,823百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 △364 △65 △920 3,966
22年3月期 3,934 △792 △1,338 5,324

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 3.00 ― 4.00 7.00 216 36.0 1.6
23年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00 247 54.7 1.8

24年3月期(予想) ― 4.00 ― 4.00 8.00 50.5

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 16,700 22.8 △430 ― △360 ― △350 ― △11.31

通期 39,750 13.5 830 29.3 800 △8.1 490 8.2 15.83



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は添付資料14ページ「4．連結財務諸表（6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」および17ページ「4．連結財務諸表（7）連結財務諸
表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有

② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 31,013,189 株 22年3月期 31,013,189 株

② 期末自己株式数 23年3月期 67,025 株 22年3月期 64,221 株

③ 期中平均株式数 23年3月期 30,947,521 株 22年3月期 30,949,701 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 26,833 △9.1 354 △8.1 668 △3.1 379 △16.5

22年3月期 29,527 △7.9 385 55.4 689 30.2 454 21.3

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 12.25 ―

22年3月期 14.68 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 31,198 13,123 42.1 424.07
22年3月期 31,770 13,000 40.9 420.05

（参考） 自己資本 23年3月期  13,123百万円 22年3月期  13,000百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は
終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付
資料3ページ「1．経営成績（1）経営成績に関する分析-次期の見通し」をご覧ください。 
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(1）経営成績に関する分析 

①当連結会計年度の経営成績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、円高やデフレの長期化の影響はあるものの、アジアを中心とした世界経済

の回復を背景に一部に改善の傾向が見えはじめていました。しかしながら、３月11日に発生した東日本大震災によ

り、先行きは不透明な状況となっております。 

環境装置業界では、海外ではアジアを中心に需要が拡大していますが、国内では公共投資、民間設備投資ともに依

然として低調に推移し、同業者間の競争激化によって市場環境は厳しいものとなりました。 

このような状況のもと、当社グループは第一に利益率の向上を目指し、ものづくりに重点を置いてその設計・調

達・製造等の各段階を徹底的に見直してコストダウンに努めること、第二に輸出の拡大を図ること、第三に教育を強

化することを経営課題に掲げ、全社をあげて取り組んでまいりました。 

しかしながら、市場環境の悪化等によって受注高は前期を下回り、当連結会計年度の受注高は33,649百万円（前年

度比19.0％減）となりました。売上高は35,020百万円（前年度比5.1％減）を計上し、この結果、期末受注残高は

22,477百万円（前年度比5.8％減）となりました。 

利益面におきましては、震災の影響によって、建設工事の遅れや機器引渡しの次年度へのずれ込み、あるいは工場

設備、建物の補修等の発生により、営業利益は641百万円（前年度比14.9％減）、経常利益は870百万円（前年度比

11.7％減）、当期純利益は452百万円（前年度比24.7％減）となりました。 

セグメント別の概況は次のとおりです。 

なお、当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27 

日）を適用しており、前年度比については、前年度の数値を新セグメントの区分に組み替えて表示しております。 

まず、環境装置事業におきましては、廃棄物リサイクル事業では、福山市（広島県）向けに大型汚泥再生処理セン

ターを受注する等がありましたが、前年度に比べ総事業量の大幅な減少が影響し低調に推移しました。上下水処理事

業においても事業量減少の影響はありましたが、上水では名取市（宮城県）向けに、下水では横浜市向けにそれぞれ

初めて大型加圧ろ過機（フィルタープレス）を受注しました。その他、微細目除塵機（ＣＦ200スクリーン）、機械

式ばっ気・撹拌装置（ＤＴＡ・ニューＤＴＣ）、全プラスチック製汚泥掻寄機（ＡＰチェーン）等の競争力のある下

水処理用の自社製品を新規顧客を含めた客先から幅広く受注することができました。機械式撹拌装置（ニューＤＴ

Ｃ）については、平成18年の発売以来受注100台を達成するとともに、その省エネ性が認められ社団法人日本機械工

業連合会が主催する優秀省エネルギー機器表彰において日本機械工業連合会会長賞を受賞しました。補修工事やアフ

ターサービス等を担当するソリューション事業では、十津川村（奈良県）向けをはじめ新規に３件の包括複数年運転

管理業務を受注する等堅調に推移しました。各種メーカー向けの産業排水処理事業は、湿式酸化処理技術を用いた１

号機や特殊化学排水の処理設備を受注する等伸長しました。 

主としてごみ焼却施設向け排ガス処理装置等を扱う大気環境装置事業は、乾式洗煙装置（バグフィルター）本体や

アフターサービス等の受注で堅調に推移しました。 

一方、産業装置事業のうち電解事業では、インド発電所向けに現地パートナーと海水電解装置を初めて共同受注し

たほか、台湾の汚水処理場向けや韓国大手重工業から中東の発電所・造水プラント向けに大型案件を続けて受注する

等、海外の新規開拓を行うことができました。また、前年度１号機を受注したバラスト水処理装置も累計17台まで受

注を伸長することができました。一方、防触事業およびレアメタル回収向けや化学工業向けなどに加圧ろ過機を製

造・販売するフィルタープレス事業は受注環境が回復しないまま推移しました。 

建設事業におきましては、日立造船株式会社向けにHitz技能研修所建設工事等を受注しましたが、需要の減少傾向

が継続しています。 

以上の結果、事業別におきましては、環境装置事業は廃棄物・リサイクル事業の大幅減少が影響し、受注高25,079

百万円（前年度比24.8％減）、売上高27,210百万円（前年度比0.4％増）、受注残高18,366百万円（前年度比10.4％

減）となりました。 

産業装置事業は、好調な電解事業が不振な他事業をカバーし、受注高7,443百万円（前年度比23.0％増）、売上高

6,118百万円（前年度比7.3％減）、受注残高4,077百万円（前年度比48.1％増）となりました。 

建設事業におきましては、受注高1,126百万円（前年度比47.7％減）、売上高1,690百万円（前年度比46.9％減）、

受注残高33百万円（前年度比94.4％減）となりました。 

  

１．経営成績



②次期の見通し 

わが国経済は、東日本大震災の影響から極めて厳しい状況が続くものと考えられます。国内の官需は一部に震災復

興のための需要が見込まれますが、総事業量の削減も継続しており、不透明な見通しが続くものと思われます。国内

の民需につきましても、期の後半には復興も含め一部に回復が見込まれるものの、デフレの継続、為替の状況から予

断を許さない状況であると思われます。 

このような情勢のもと、当社グループでは、被災地域における廃棄物・汚泥処理や上下水分野での復興事業に積極

的に取り組むとともに、平成23年４月１日に譲り受けたユニチカ株式会社の水処理事業とのシナジーを追求し、事業

領域の拡大に努める所存であります。 

また、今般平成23年度を初年度とする新中期経営計画を策定、スタートしましたが、その基本方針、数値目標等に

つきましては別途開示いたします。 

次年度の業績見通しとしては、売上高39,750百万円（前年度比13.5％増）、営業利益830百万円（前年度比29.3％

増）、経常利益800百万円（前年度比8.1％減）、当期純利益490百万円（前年度比8.2％増）を見込んでおります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

①資産・負債および純資産の状況 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ554百万円減少し、34,211百万円となりました。 

流動資産は、主に現金及び預金の減少により400百万円減少し、23,616百万円となりました。固定資産は、有形固

定資産の減少等により154百万円減少し、10,595百万円となりました。 

負債合計は前連結会計年度末と比べ750百万円減少し、20,191百万円となりました。 

流動負債は、主に支払手形及び買掛金の減少により634百万円減少し、17,290百万円となりました。また、固定負

債は負ののれんの減少等により116百万円減少し、2,901百万円となりました。 

 純資産は、利益剰余金の増加等により14,020百万円となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末と比べ1,358百万円減少し、3,966百万

円となりました。 

各キャッシュフローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

売上債権の増加や仕入債務の減少等により、364百万円の支出超過（前年同期は3,934百万円の収入超過）となり

ました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

有形及び無形固定資産の取得による支出等により65百万円の支出超過（前年同期は792百万円の支出超過）とな

りました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期借入金の返済等により920百万円の支出超過（前年同期は1,338百万円の支出超過）となりました。 

  

（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注１）いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。 

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としていま

す。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

  平成19年３月期 平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期

自己資本比率（％）  38.4  39.7  38.4  39.8  41.0

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 31.7  20.9  17.4  21.9  27.5

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率（年） 
 2.0  1.6  －  0.9  －

インタレスト・カバレッ

ジ・レシオ（倍） 
 63.1  38.0  －  169.0  －



（注５）平成21年３月期及び平成23年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッ

ジ・レシオは、営業キャッシュ・フローがマイナスのため記載を省略しております。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題のひとつとして位置付けており、業績に裏付けされた配

当を継続的かつ安定的に実施するとともに、各事業年度の利益の状況や今後の事業展開等を総合的に勘案し、グルー

プの競争力の維持・強化と事業拡大のための内部留保の充実に努めていくことを基本方針としております。 

内部留保資金は経営効率化や研究開発投資、新規事業育成等に活用し、経営基盤の強化と事業の拡充を図っていき

たいと考えております。 

当期の期末配当金につきましては、利益配分に関する基本方針に基づき１株につき４円とさせていただく予定で

す。 

また、次期につきましては中間配当金１株につき４円、期末配当金１株につき４円の計８円を予定しております。

(4）事業等のリスク 

当社グループの経営成績に影響を及ぼす可能性があるリスクは以下のとおりです。 

なお、以下の項目には将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断し

たものであります。 

 ①市場の急激な変動によるリスク 

環境装置事業のうち、官需向け事業である廃棄物・リサイクル事業および上下水処理事業におきましては、地

方自治体の財政状態や予算の執行により事業量が大きく変動します。また、民需向け環境装置事業である産業排

水処理事業および大気環境装置事業、ならびに産業装置事業、建設事業においても、民間の設備投資の動向によ

り事業量が大きく変動します。これらの変動が、当社グループの経営成績に大きい影響を及ぼしております。 

 ②建設工事等における人的・物的事故あるいは災害発生のリスク 

建設工事における安全管理には万全を期しておりますが、事故・災害が発生した場合は経営成績に影響を及ぼ

す可能性があります。 

 ③取引先の信用リスク 

当社の受注は一取引における請負金額が大きく、また大半は引渡時に多額の金額が支払われる契約条件となっ

ております。このため、取引先が信用不安に陥った場合、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

 ④為替の変動リスク 

当社グループは外貨建取引を行っており、取引に伴い為替の変動リスクが発生します。リスクを軽減するため

為替予約等のヘッジを行っておりますが、完全に排除することは不可能であり、場合によっては、当社グループ

の業績および財政状態に影響を与える場合があります。 

  



 当社グループは、平成23年３月31日現在、当社、当社の親会社、子会社６社および関連会社２社で構成されておりま

す。事業としては、当社、子会社および関連会社は主として水処理および公害防止関連の環境装置事業および産業装置

事業ならびに建設事業を行っております。また、親会社である日立造船㈱は、環境装置、機械・プラント、鉄構等の事

業を行っております。 

当社グループの主な事業内容、事業における位置付けおよび事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであり

ます。なお、次の事業内容は、事業の種類別セグメントと同一の区分であります。 

  

 ［主な事業内容］ 

環境装置事業・・水処理施設（廃棄物処理施設、上下水処理施設、ごみ埋立浸出水処理施設、工場排水等）、バ

イオガス等リサイクル施設、土壌・地下水浄化施設、ごみ焼却施設用排ガス処理装置等の設

計・施工・請負・製造・販売、上記施設の維持管理、装置・機器のメンテナンス等 

産業装置事業・・電解装置、水素発生装置、舶用バラスト水処理装置、ろ過脱水機（加圧式、真空式）、防蝕機

器（ライニング製品）、サイクロン・ポンプ等の製造・販売、上記施設の維持管理、装置・機

器のメンテナンス等  

建設事業・・・・一般建築（事務所、各種工場、倉庫等）、サイロ、不動産賃貸等 

  

 ［当社及び親会社、子会社、関連会社の位置付け］ 

 （環境装置事業） 

 当社が水処理施設・装置、公害防止関連装置の製造・販売、施工およびメンテナンスを行っております。同

施設・装置の維持管理業務は、当社のほかアタカメンテナンス㈱、浅野環境ソリューション㈱と日本サニタリ

ー㈱、また活性炭等の薬品販売はアタカメンテナンス㈱、浅野環境ソリューション㈱およびセラケム㈱が行っ

ており、浅野環境ソリューション㈱は同施設、装置のメンテナンスも行っております。 

 また、当社は親会社等から大気汚染防止装置等を受注し、これを施工しております。  

 （産業装置事業） 

 当社および東海精機㈱が各種産業装置等の製造・販売、施工およびメンテナンスを行っております。大機ゴ

ム工業㈱は防蝕機器（ライニング製品）の施工を行っております。  

 （建設事業） 

 当社が親会社等に対して販売、施工を行っております。 

  

 事業の系統図は次のとおりであります。（平成23年３月31日現在） 

 
  

  

２．企業集団の状況



(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは「先端技術で快適環境を創造し人と地球の未来に貢献する」ことを企業理念としており、この企業

理念のもとで、水処理装置、公害防止関連装置をはじめとした環境ビジネスを通じて社会への貢献を進めるととも

に、多様な顧客ニーズに対応できる技術力と競争力を持った存在価値のある企業グループとして発展していくことを

めざしております。 

また、株主・投資家をはじめ関係する皆様に対して会社の情報を積極的に開示し、広く理解される企業づくりに努

めております。 

  

(2）中長期的な経営戦略および対処すべき課題、目標とする経営指標 

今般、平成23年度を初年度とする新中期経営計画を策定、スタートしましたが、その内容につきましては別途開示

いたします。 

  

３．経営方針



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,324 3,466

受取手形及び売掛金 16,139 16,726

商品及び製品 148 140

仕掛品 ※1  820 ※1  703

原材料及び貯蔵品 534 582

繰延税金資産 474 587

その他 595 1,434

貸倒引当金 △21 △24

流動資産合計 24,016 23,616

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,449 5,533

減価償却累計額 △3,092 △3,255

建物及び構築物（純額） 2,356 2,278

機械装置及び運搬具 2,259 2,209

減価償却累計額 △1,643 △1,767

機械装置及び運搬具（純額） 616 441

工具、器具及び備品 461 478

減価償却累計額 △390 △418

工具、器具及び備品（純額） 71 60

土地 6,322 6,322

建設仮勘定 3 43

有形固定資産合計 9,370 9,146

無形固定資産 86 74

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  904 ※2  994

繰延税金資産 149 147

その他 261 254

貸倒引当金 △22 △22

投資その他の資産合計 1,292 1,373

固定資産合計 10,749 10,595

資産合計 34,765 34,211



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 12,179 10,619

短期借入金 3,300 2,650

未払法人税等 143 359

前受金 248 1,207

賞与引当金 700 701

完成工事補償引当金 138 139

工事損失引当金 ※1  85 ※1  336

その他 1,130 1,276

流動負債合計 17,924 17,290

固定負債   

繰延税金負債 1,410 1,355

退職給付引当金 1,133 1,259

役員退職慰労引当金 48 46

負ののれん 341 113

その他 83 126

固定負債合計 3,017 2,901

負債合計 20,941 20,191

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,835 1,835

資本剰余金 2,069 2,069

利益剰余金 9,863 10,068

自己株式 △25 △26

株主資本合計 13,741 13,946

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 81 73

その他の包括利益累計額合計 81 73

純資産合計 13,823 14,020

負債純資産合計 34,765 34,211



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 36,896 35,020

売上原価 ※2, ※3  31,021 ※2, ※3  29,128

売上総利益 5,875 5,892

販売費及び一般管理費 ※1, ※2  5,121 ※1, ※2  5,250

営業利益 754 641

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 12 13

受取家賃 21 24

負ののれん償却額 227 227

その他 46 34

営業外収益合計 310 302

営業外費用   

支払利息 20 11

シンジケートローン手数料 19 17

持分法による投資損失 0 4

為替差損 26 24

その他 12 16

営業外費用合計 78 74

経常利益 985 870

特別利益   

退職給付制度改定益 － 13

貸倒引当金戻入額 26 －

特別利益合計 26 13

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 51

災害による損失 － ※5  43

投資有価証券評価損 － 32

固定資産除却損 4 23

事務所移転費用 ※4  69 －

特別損失合計 73 151

税金等調整前当期純利益 938 732

法人税、住民税及び事業税 191 451

法人税等調整額 145 △172

法人税等合計 337 279

少数株主損益調整前当期純利益 － 452

当期純利益 601 452



（連結包括利益計算書） 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 452

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △8

その他の包括利益合計 － △8

包括利益 － 444

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 444

少数株主に係る包括利益 － －



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,835 1,835

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,835 1,835

資本剰余金   

前期末残高 2,069 2,069

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,069 2,069

利益剰余金   

前期末残高 9,447 9,863

当期変動額   

剰余金の配当 △185 △247

当期純利益 601 452

当期変動額合計 415 205

当期末残高 9,863 10,068

自己株式   

前期末残高 △25 △25

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △25 △26

株主資本合計   

前期末残高 13,326 13,741

当期変動額   

剰余金の配当 △185 △247

当期純利益 601 452

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 415 204

当期末残高 13,741 13,946



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 8 81

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 73 △8

当期変動額合計 73 △8

当期末残高 81 73

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 8 81

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 73 △8

当期変動額合計 73 △8

当期末残高 81 73

純資産合計   

前期末残高 13,335 13,823

当期変動額   

剰余金の配当 △185 △247

当期純利益 601 452

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 73 △8

当期変動額合計 488 196

当期末残高 13,823 14,020



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 938 732

減価償却費 364 479

負ののれん償却額 △227 △227

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 58

貸倒引当金の増減額（△は減少） △29 2

退職給付引当金の増減額（△は減少） 129 126

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △11 △2

工事損失引当金の増減額（△は減少） 50 251

受取利息及び受取配当金 △14 △15

支払利息 20 11

持分法による投資損益（△は益） 0 4

投資有価証券評価損益（△は益） － 32

売上債権の増減額（△は増加） 1,901 △586

たな卸資産の増減額（△は増加） 709 77

その他の流動資産の増減額（△は増加） △370 △360

仕入債務の増減額（△は減少） 757 △1,559

前受金の増減額（△は減少） △409 959

その他の流動負債の増減額（△は減少） 121 △148

その他 85 20

小計 4,016 △142

利息及び配当金の受取額 14 15

利息の支払額 △23 △12

法人税等の支払額 △72 △225

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,934 △364

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形及び無形固定資産の取得による支出 △692 △221

投資有価証券の取得による支出 △193 －

グループファイナンスによる資金の増減 △10 170

その他の支出 △14 △17

その他の収入 117 3

投資活動によるキャッシュ・フロー △792 △65

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △750 △550

長期借入金の返済による支出 △388 △100

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △185 △247

その他 △14 △22

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,338 △920

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,799 △1,358

現金及び現金同等物の期首残高 3,525 5,324

現金及び現金同等物の期末残高 5,324 3,966



 該当事項はありません。  

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社は次のとおりであります。 

  持分法適用非連結子会社 １社 

(1）持分法を適用した非連結子会社及び関

連会社は次のとおりであります。 

  持分法適用非連結子会社 １社 

     ㈱セラ物流サービス 

  持分法適用関連会社 １社 

   日本サニタリー㈱  

   ㈱セラ物流サービス 

  持分法適用関連会社 １社 

   日本サニタリー㈱  

  (2）持分法を適用していない関連会社 

  当連結会計年度に株式を取得し、新た

に関連会社となった㈱資源循環サービス

は当期純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等からみ

て、持分法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であるため、持

分法の適用範囲から除外しております。

(2）持分法を適用していない関連会社 

 ㈱資源循環サービス 

持分法を適用しない理由 

 ㈱資源循環サービスは当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等からみて、持分法の対象か

ら除いても連結財務諸表に及ぼす影響が

軽微であるため、持分法の適用範囲から

除外しております。 

  ────── （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「持分法に関す

る会計基準」（企業会計基準第16号 平

成20年３月10日公表分）及び「持分法適

用関連会社の会計処理に関する当面の取

扱い」（実務対応報告第24号 平成20年

３月10日）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はあり

ません。 



  

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

２．会計処理基準に関する事

項 

    

(1）重要な引当金の計上基

準 

 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することと

しております。 

 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しており

ます。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による定

額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処理することと

しております。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により費用処理し

ております。 

  （会計方針の変更） 

当連結会計年度より、「「退職給付に

係る会計基準」の一部改正（その３）」

（企業会計基準第19号 平成20年７月31 

日）を適用しております。 

 なお、これによる営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益に与える影

響はありません 

────── 

  ────── （追加情報） 

当社は、退職給付制度として適格退職

年金制度及び退職一時金制度を設けてお

りましたが、平成23年２月１日より適格

退職年金制度を廃止して、確定給付企業

年金制度及び確定拠出年金制度へ移行

し、「退職給付制度間の移行等に関する

会計処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

本移行により特別利益を13百万円計上

しております。 



なお、上記以外の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項については、最近の有価証券報告書（平成22年６月

29日提出）における記載から重要な変更がないため、開示を省略しております。 

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(2）重要な収益及び費用の

計上基準 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

請負工事に係る収益の計上基準につい

ては、従来、工期12か月以上かつ請負金

額１億円以上の工事については工事進行

基準を、その他の工事については工事完

成基準を適用しておりましたが、「工事

契約に関する会計基準」（企業会計基準

第15号 平成19年12月27日）及び「工事

契約に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第18号 平成19年12

月27日）を適用し、当連結会計年度に着

手した工事契約から、当連結会計年度末

までの進捗部分について成果の確実性が

認められる工事については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）

を、その他の工事については工事完成基

準を適用しております。 

 これにより、売上高は369百万円増加

し、営業利益及び経常利益はそれぞれ20

百万円増加し、税金等調整前当期純利益

は31百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

 当連結会計年度末までの進捗部分につ

いて成果の確実性が認められる工事につ

いては工事進行基準（工事の進捗率の見

積りは原価比例法）を、その他の工事に

ついては工事完成基準を適用しておりま

す。 

────── 



  

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── 資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計

基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適

用しております。 

 これによる、営業利益及び経常利益に与える影響は軽

微であり、税金等調整前当期純利益は52百万円減少して

おります。また、当会計基準等の適用開始による資産除

去債務の変動額は51百万円であります。  

(8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── （連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第

22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適

用により、当連結会計年度では、「少数株主損益調整前

当期純利益」の科目で表示しております。 

  

────── （連結キャッシュフロー計算書） 

前連結会計年度において区分掲記しておりました「投

資活動によるキャッシュ・フロー」の「投資有価証券の

取得による支出」（当連結会計年度は△０百万円）は、

金額の重要性が乏しくなったため、当連結会計年度では

「その他」に含めて表示しております。  

(9）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

──────   当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適

用しております。ただし、「その他の包括利益累計額」

及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度

の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額

等合計」の金額を記載しております。 



  

(10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１ 損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資

産のうち、工事損失引当金に対応する額は仕掛品314

百万円であります。 

※１ 損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しておりま

す。損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資

産のうち、工事損失引当金に対応する額は仕掛品

百万円であります。 
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※２ このうち非連結子会社及び関連会社に対するものは

次のとおりであります。 

※２ このうち非連結子会社及び関連会社に対するものは

次のとおりであります。 

投資有価証券（株式） 百万円305 投資有価証券（株式） 百万円301

 ３ 当社は、緊急時における資金調達手段を確保するた

め、取引銀行６行の協調融資方式によるコミットメン

トライン契約を締結しております。本契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

 ３ 当社は、緊急時における資金調達手段を確保するた

め、取引銀行６行の協調融資方式によるコミットメン

トライン契約を締結しております。本契約に基づく当

連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであり

ます。 

契約極度額 百万円4,800

借入実行残高  －

差引額 百万円4,800

契約極度額 百万円3,075

借入実行残高  －

差引額 百万円3,075

４ 輸出手形割引高 百万円25 ────── 

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。 

従業員給料手当 百万円2,079

賞与引当金繰入額  297

退職給付引当金繰入額  216

役員退職慰労引当金繰入額  14

調査研究費  227

従業員給料手当 百万円1,987

賞与引当金繰入額  334

退職給付引当金繰入額  254

役員退職慰労引当金繰入額  22

調査研究費  313

※２ 研究開発費 ※２ 研究開発費 

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額は 百万円であります。 227

 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

の総額は 百万円であります。 313

※３ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は85

百万円であります。 

  

※３ 売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は

百万円であります。 

  

336

※４ 当社の大阪本社移転及びこれに伴う連結子会社の事

務所移転により生じた原状回復費用等であります。 

────── 

────── ※５ 東日本大震災による損失を計上しており、主な項目

は災害資産の原状回復費用、操業・営業休止による固

定費等であります。 



当連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

 当連結会計年度の直前会計年度におけるその他包括利益  

 

  

前連結会計年度（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取１千株によるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結包括利益計算書関係）

 親会社株主に係る包括利益  百万円674

 少数株主に係る包括利益 百万円－

 計  百万円674

 その他有価証券評価差額金  百万円73

 計  百万円73

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  31,013  －  －  31,013

合計  31,013  －  －  31,013

自己株式         

普通株式  62  1  －  64

合計  62  1  －  64

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成21年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  92  3 平成21年３月31日 平成21年６月29日 

平成21年11月10日 

取締役会 
普通株式  92  3 平成21年９月30日 平成21年12月４日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  123  利益剰余金  4 平成22年３月31日 平成22年６月30日



当連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取２千株によるものであります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 次のとおり決議を予定しております。  

  
前連結会計年度末
株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式  31,013  －  －  31,013

合計  31,013  －  －  31,013

自己株式         

普通株式  64  2  －  67

合計  64  2  －  67

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  123  4 平成22年３月31日 平成22年６月30日 

平成22年11月４日 

取締役会 
普通株式  123  4 平成22年９月30日 平成22年12月３日 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

配当の原資
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日

平成23年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  123  利益剰余金  4 平成23年３月31日 平成23年６月30日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在）

  

現金及び預金勘定 百万円5,324

現金及び現金同等物  5,324

現金及び預金勘定 百万円3,466

預け金（流動資産「その他」）  500

現金及び現金同等物  3,966



前連結会計年度（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

（注）１．事業区分の方法：製品の種類・性質・施工方法・販売市場等の類似性に基づく製品系列により区分しており

ます。 

２．各事業区分に属する主要な内容 

環境装置事業：水処理施設(廃棄物処理施設、上下水処理施設、ごみ埋立浸出水処理施設、工場排水等）バ

イオガス等リサイクル施設、土壌・地下水浄化施設等の設計・施工・請負・製造・販売ごみ

焼却施設用排ガス処理装置、海水電解防汚装置、産業機器（各種フィルター）、防蝕機器

（ライニング製品）、風水力機器（サイクロン・ポンプ）製造・販売 

上記施設の維持管理、装置・機器のメンテナンス等 

建設事業  ：一般建築（事務所、各種工場、倉庫等）、サイロ、プラント設備、不動産賃貸等 

３．減価償却費および資本的支出には、長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれております。 

４．会計方針の変更  

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項に記載のとおり、当連結会計年度より「工事契約に関す

る会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用しております。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、売上高が環境装置事業で299百万円、建設事業で69百

万円それぞれ増加し、営業利益が環境装置事業で16百万円、建設事業で4百万円それぞれ増加しております。 

  

前連結会計年度（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

当社の支店及び連結子会社は、全て本邦に所在しているので、該当事項はありません。 

前連結会計年度（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
環境装置事業
（百万円） 

建設事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

Ⅰ．売上高及び営業損益           

売上高           

(1）外部顧客に対する売上高  33,342  3,553  36,896  －  36,896

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 －  －  －  －  －

計  33,342  3,553  36,896  －  36,896

営業費用  32,649  3,492  36,142  －  36,142

営業利益  693  60  754  －  754

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的

支出 
          

資産  32,199  2,566  34,765  －  34,765

減価償却費  324  39  364  －  364

資本的支出  570  153  724  －  724

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】



（追加情報） 

 当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）

及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）

を適用しております。 

  

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。  

 当社は、製品・サービス別の事業本部及び事業部を置き、各事業本部及び事業部は、取り扱う製品・サービ

スについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

 したがって、当社は、事業本部及び事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されてお

り、「環境装置事業」「産業装置事業」「建設事業」の３つを報告セグメントとしております。 

 「環境装置事業」は、水処理施設（廃棄物処理施設、上下水処理施設、ごみ埋立浸出水処理施設、工場排水

等）、バイオガス等リサイクル施設、土壌・地下水浄化施設、ごみ焼却施設用排ガス処理装置等の設計・施

工・請負・製造・販売、上記施設の維持管理、装置・機器のメンテナンス等を行っております。 

 「産業装置事業」は、電解装置、水素発生装置、舶用バラスト水処理装置、ろ過脱水機（加圧式、真空

式）、防蝕機器（ライニング製品）、サイクロン・ポンプ等の製造・販売、上記施設の維持管理、装置・機器

のメンテナンス等を行っております。 

 「建設事業」は、一般建築（事務所、各種工場、倉庫等）、サイロ、不動産賃貸等を行っております。 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実

勢価格に基づいております。 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

（単位：百万円）

（注）１．売上高の調整額118百万円はセグメント間取引消去であります。 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

  

【セグメント情報】

  

報告セグメント
  

調整額 
（注）１ 

連結財務諸表
計上額  
（注）２ 環境装置  産業装置 建設 計

売上高   

外部顧客への売上高  27,108  6,603  3,184  36,896  －  36,896

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 －  66  52  118  △118  －

計  27,108  6,669  3,237  37,015  △118  36,896

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
 694  △39  99  754  －  754

セグメント資産  25,213  7,099  2,452  34,765  －  34,765

その他の項目   

減価償却費  225  79  39  343  －  343

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
 513  49  150  714  －  714



当連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（単位：百万円）

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。 

 (1）売上高の調整額112百万円はセグメント間取引消去であります。 

 (2）セグメント資産の調整額548百万円は全社資産であり、その主なものは当社での余資運用資金であります。

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。  

  

当連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

セグメント情報として同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 

  

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。  

  

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。 

  

当連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  

  

報告セグメント
  

調整額 
（注）１ 

連結財務諸表
計上額  
（注）２ 環境装置  産業装置 建設 計

売上高   

外部顧客への売上高  27,210  6,118  1,690  35,020  －  35,020

セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 －  33  78  112  △112  －

計  27,210  6,151  1,769  35,132  △112  35,020

セグメント利益又はセ

グメント損失（△） 
 753  △139  28  641  －  641

セグメント資産  24,668  6,965  2,029  33,663  548  34,211

その他の項目   

減価償却費  353  75  29  458  －  458

有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 
 157  78  6  242  －  242

【関連情報】

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】



 （注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 （注）２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

該当事項はありません。  

 リース取引、金融商品、関連当事者情報、税効果会計、有価証券、デリバティブ取引、退職給付、資産除去債務、

賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省

略しております。 

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額（円）  446.66  453.05

１株当たり当期純利益（円）  19.42  14.63

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。 

同左 

  
前連結会計年度

（平成22年３月31日) 
当連結会計年度

（平成23年３月31日) 

純資産の部の合計額（百万円）  13,823  14,020

純資産の部の合計額から控除する金額

（百万円） 
 －  －

普通株式に係る期末の純資産額 

（百万円） 
 13,823  14,020

１株当たり純資産額の算定に用いられた

期末の普通株式の数（千株） 
 30,948  30,946

  
前連結会計年度

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益（百万円）  601  452

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（百万円）  601  452

期中平均株式数（千株）  30,949  30,947

（重要な後発事象）

（開示の省略）



（受注高・売上高・受注残高の状況） 

 受注高 

 売上高 

 受注残高 

  

区分 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 
増 減 

金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 増減比(％)

 環境装置事業  33,357  80.3  25,079  74.5  △8,278  △24.8

 産業装置事業  6,050  14.6  7,443  22.1  1,393  23.0

 建設事業  2,153  5.2  1,126  3.3  △1,027  △47.7

計  41,561  100.0  33,649  100.0  △7,912  △19.0

区分 

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 

  至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年４月１日 

  至 平成23年３月31日） 
増 減 

金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 増減比(％)

 環境装置事業  27,108  73.5  27,210  77.7  102  0.4

 産業装置事業   6,603  17.9   6,118  17.5  △485  △7.3

 建設事業   3,184  8.6   1,690  4.8  △1,494  △46.9

計  36,896  100.0  35,020  100.0  △1,876  △5.1

区分 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度末
（平成23年３月31日） 

増 減 

金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 構成比(％) 金額（百万円） 増減比(％)

 環境装置事業  20,497  86.0  18,366  81.7  △2,131  △10.4

 産業装置事業  2,752  11.5  4,077  18.1  1,325  48.1

 建設事業  597  2.5  33  0.1  △564  △94.4

計  23,848  100.0  22,477  100.0  △1,371  △5.8



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,294 2,536

受取手形 1,058 1,280

売掛金 13,123 13,002

有価証券 1 －

預け金 － 500

仕掛品 747 621

原材料及び貯蔵品 322 354

短期貸付金 852 1,065

前払費用 78 66

立替金 532 895

繰延税金資産 347 460

その他 76 75

貸倒引当金 △15 △16

流動資産合計 21,417 20,843

固定資産   

有形固定資産   

建物 4,453 4,535

減価償却累計額 △2,474 △2,609

建物（純額） 1,978 1,925

構築物 350 349

減価償却累計額 △232 △239

構築物（純額） 117 109

機械及び装置 1,382 1,327

減価償却累計額 △1,150 △1,109

機械及び装置（純額） 232 218

車両運搬具 27 32

減価償却累計額 △22 △25

車両運搬具（純額） 4 6

工具、器具及び備品 356 372

減価償却累計額 △301 △325

工具、器具及び備品（純額） 54 47

土地 6,260 6,260

建設仮勘定 － 0

有形固定資産合計 8,648 8,567

無形固定資産 70 59



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 583 676

関係会社株式 851 851

出資金 107 112

敷金及び保証金 99 99

長期前払費用 11 7

破産更生債権等 0 0

保険積立金 2 2

貸倒引当金 △22 △22

投資その他の資産合計 1,634 1,727

固定資産合計 10,352 10,355

資産合計 31,770 31,198

負債の部   

流動負債   

支払手形 5,186 4,142

買掛金 5,944 5,356

短期借入金 3,000 2,500

1年内返済予定の長期借入金 100 －

リース債務 17 21

未払金 80 143

未払費用 443 242

未払法人税等 41 323

未払消費税等 68 4

前受金 248 1,207

預り金 256 594

賞与引当金 450 452

完成工事補償引当金 138 139

工事損失引当金 85 336

その他 27 47

流動負債合計 16,088 15,514

固定負債   

リース債務 47 38

繰延税金負債 1,410 1,355

退職給付引当金 819 943

資産除去債務 － 55

負ののれん 341 113

その他 62 54

固定負債合計 2,681 2,561

負債合計 18,770 18,075



（単位：百万円）

前事業年度 
(平成22年３月31日) 

当事業年度 
(平成23年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,835 1,835

資本剰余金   

資本準備金 170 170

その他資本剰余金 1,895 1,895

資本剰余金合計 2,065 2,065

利益剰余金   

利益準備金 288 288

その他利益剰余金   

別途積立金 7,011 7,011

繰越利益剰余金 1,747 1,878

利益剰余金合計 9,047 9,178

自己株式 △25 △26

株主資本合計 12,922 13,053

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 77 70

評価・換算差額等合計 77 70

純資産合計 13,000 13,123

負債純資産合計 31,770 31,198



（２）損益計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 29,527 26,833

売上原価 25,582 22,843

売上総利益 3,945 3,989

販売費及び一般管理費 3,560 3,635

営業利益 385 354

営業外収益   

受取利息 11 11

受取配当金 57 76

負ののれん償却額 227 227

受取家賃 20 21

その他 52 37

営業外収益合計 369 375

営業外費用   

支払利息 19 8

シンジケートローン手数料 19 17

為替差損 21 21

その他 5 13

営業外費用合計 65 61

経常利益 689 668

特別利益   

退職給付制度改定益 － 13

貸倒引当金戻入額 28 －

特別利益合計 28 13

特別損失   

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 49

災害による損失 － 38

投資有価証券評価損 － 32

固定資産除却損 4 17

事務所移転費用 55 －

特別損失合計 60 137

税引前当期純利益 657 544

法人税、住民税及び事業税 29 336

法人税等調整額 173 △171

法人税等合計 203 164

当期純利益 454 379



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,835 1,835

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,835 1,835

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 170 170

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 170 170

その他資本剰余金   

前期末残高 1,895 1,895

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,895 1,895

資本剰余金合計   

前期末残高 2,065 2,065

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,065 2,065

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 288 288

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 288 288

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 7,011 7,011

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,011 7,011

繰越利益剰余金   

前期末残高 1,478 1,747

当期変動額   

剰余金の配当 △185 △247

当期純利益 454 379

当期変動額合計 268 131

当期末残高 1,747 1,878

利益剰余金合計   

前期末残高 8,778 9,047

当期変動額   

剰余金の配当 △185 △247

当期純利益 454 379

当期変動額合計 268 131

当期末残高 9,047 9,178



（単位：百万円）

前事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △25 △25

当期変動額   

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △25 △26

株主資本合計   

前期末残高 12,653 12,922

当期変動額   

剰余金の配当 △185 △247

当期純利益 454 379

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 268 130

当期末残高 12,922 13,053

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 8 77

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 69 △7

当期変動額合計 69 △7

当期末残高 77 70

評価・換算差額等合計   

前期末残高 8 77

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 69 △7

当期変動額合計 69 △7

当期末残高 77 70

純資産合計   

前期末残高 12,662 13,000

当期変動額   

剰余金の配当 △185 △247

当期純利益 454 379

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 69 △7

当期変動額合計 337 123

当期末残高 13,000 13,123



 該当事項はありません。 

   

   平成23年４月28日に開示済みであります。  

(4）継続企業の前提に関する注記

６．役員の異動
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